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日 時 令和６年１月２６日（金曜日） 

午前１０時００分～ 

場 所 奈良労働局 別館会議室 

                     奈良市法蓮町 163－1 愛正寺ビル２階 

 

 

 

 

会 議 次 第 

 

 

 １ 開 会 

 

 

 ２ 議 題 

 

（１） 部会長及び同代理の選出について 

 

（２） 家内労働部会運営規程の改正及び傍聴規程の新規策定について 

 

（３） 家内労働の現状について 

 

（４） 靴下製造業最低工賃の実態調査結果について 

 

（５） 奈良県靴下製造業最低工賃の金額改正等について 

 

（６） その他 

 

 



奈 良地 方労働 審議 会 家 内労働 部会 運営 規 程 

 

 

第１条  奈良地方労働審議会家内労働部会（以下「部会」という。）の議事運営は、厚生労働省組

織令（平成１２年政令第２５２号）第１５６条の２、地方労働審議会令（平成１３年政令

第３２０号）及び奈良地方労働審議会運営規定程に定めるもののほか、この規程の定める

ところによる。 

 

第２条  部会に属するべき委員及び臨時委員のうち、家内労働者を代表する者、委託者を代表す

る者及び公益を代表する者は、各３人とする。 

 

第３条  部会長は、部会が決議決を行ったときは、当該決議決をその都度、奈良地方労働審議会

会長に報告しなければならない。 

 

第４条 この規定程の改廃は、部会の議決に基づいて行う。 

 

 

附則 

この規程は、平成１６年２月２７日から施行する。 

       令和 ６年１月〇〇日 改正 



奈良地方労働審議会家内労働部会傍聴規程 

（目 的） 

第１条 この規程は、奈良地方労働審議会運営規程第５条第２項に基づき、傍聴に関し、

必要な事項を定めるものである。 

（傍聴の申出） 

第２条 奈良地方労働審議会家内労働部会の会議（以下「審議会会議」という。）の会議を

傍聴しようとする者は、係員に住所及び氏名を告げ、その指示により傍聴席に着か

なければならない。 

但ただし、傍聴席が満席の後は、その入場を拒否することができる。 

２ 集団で多人数の者が傍聴しようとする場合において、その団体（集団）を入場さ

せることにより、他の傍聴人の席が著しく少なくなると認めるときは、審議会家内

労働部会は、その若干人を指定して傍聴させることができる。 

（傍聴券の発行） 

第３条 審議会家内労働部会は、傍聴席の整理上必要があると認めたときには、傍聴券を

発行し、傍聴 

人の数を制限することができる。 

２ 前項の規定により傍聴券を発行したときは、傍聴券を持たない者は、入場するこ

とができない。 

（入場の拒否） 

第４条 次の各号の一に該当すると認められる者は、入場を許されない。 

（１）酒気を帯びている者 

（２）凶器その他危険なものを持っている者 

（３）旗、のぼり、プラカード等を携帯している者 

（４）前各号に掲げる外、会場の秩序を乱すおそれがあると認められる者 

（傍聴中の秩序） 

第５条 傍聴人は、いかなる理由があっても、傍聴席以外の場所に入ってはならない。 

第６条 傍聴人は、傍聴中、次に掲げることをしてはならない。 

（１）みだりに傍聴席を離れること 

（２）飲食等をすること 

（３）拍手その他いかなる方法でも、議事の言論に批判を加え、又は可否を表すこと 

（４）放談、私語その他喧騒にわたり又は議事を妨害するような行為をすること 

（５）前各号の外、会場の秩序を乱す言動をすること 

第７条 審議会の会議中において写真の撮影、録音、放送又はこれらに類する行為をしよ

うとするときは、あらかじめ事務局に申し出て許可を得なければならない。 

（退場の要求） 

第８条 審議会部会長及び事務局は、この規程を守らない傍聴人に対しては、注意を与え、 

なお止めないときは、主宰者はその者を退場させることができる。 

第９条 傍聴人は、審議会の会議開始５分前までに着席すること。以降の入場は認めない。 

第 10条 この規程の改廃は、審議会家内労働部会の議決に基づいて行う。 

附 則 



この規定は、平成令和１３６年１１月〇〇２９日から施行する。 

平成１４年３月１８日 改正。 
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委託者あて

1 委託作業内容

2 現在の景況、生産状況

3 業界を取り巻く状況

4 委託先件数、家内労働者数

5 委託業務の設定工賃額

6 工賃を設定する際の基準

7 工賃の改定状況（令和２年度以降）

8 不良品発生率

9 家内労働者に対する機械・工具の貸与状況

10 委託量の変化（令和２年度との比較、今後の見込み）

11 家内労働者により作業能率が異なる理由

12 最低工賃が引き上げられた場合、内製化や県外、国外へ委託先変更等を検討するか

13 内製化を検討する場合、きっかけとなる工賃引上げ額、引上げ率

14 工賃設定業務に関する意見（不要なもの、追加すべきもの）

15 最低工賃額、制度全体に対する意見

家内労働者あて

1 受託作業内容、経験年数

2 所有機械工具、貸与されている機械工具

3 １日及び１か月当たり作業時間、作業量

4 １か月当たり工賃収入額

5 近年、同じ作業で材料や仕様が変更されたことがあるか否か

6 あった場合、作業の難易度の変化や工賃への反映への有無

7 材料提供場所、納品場所

8 材料提供・納品場所が委託者事務所の場合、ガソリン代等の経費はどうしているか

9 電気代値上げの影響等の有無、程度

10 昨年と一昨年の差は把握しているか

11 電気代値上げによる工賃改定の有無

12 工賃改定状況（令和２年度以降）

13 受託量の変化（令和２年度以降）

14 現在の最低工賃設定業務、最低工賃額に対する意見

15 最低工賃制度に対する意見

関係者からの意見聴取事項（案）



令和５年度最低工賃部会の流れについて（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１月２６日 

家内労働部会で最低工賃改正の必要性ありと結論 

（部会報告を地方労働審議会会長から局長へ提出） 

令和６年１月２６日 局長から地方労働審議会会長あて諮問 

令和６年２月１９日 最低工賃部会で審議、議決（奈良地労審 

運営規程１０条により部会の議決が審議会の結論となる）、 

地方労働審議会会長から局長あて答申 

令和６年１月２６日～２月９日 

意見聴取に関する公示（家内労働法施行規則第６条第１項） 

令和６年２月１９日 意見公示、異議申出（３月５日まで） 

（異議申出があった場合、地方労働審議会で異議審を開催） 

本省で官報公示、３０日後改正発効 

令和６年１月３０日～ 

関係家内労働者及び関係委託者の意見聴取（同条第２項） 

令和６年３月１４日 地方労働審議会で結果報告、最低工賃部

会廃止（地方労働審議会令７条３項） 



奈良地方労働審議会 家内労働部会 
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奈良地方最低賃金審議会 奈良県最低賃金専門部会

奈良労働局における審議会

奈良地方労働審議会 家内労働部会

・ 家内労働関係の事項及び最低工賃

　 の改正等についての審議

奈良特定最低賃金専門部会

最低工賃専門部会

・ 審議会が最低工賃の決定、

　改正決定に関する調査審議

　を求められた場合に設置する

労働災害防止部会
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奈 良 地 方 労 働 審 議 会 運 営 規 程 

 

第１条 奈良地方労働審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、厚生労働省組織令（平成

１２年政令第２５２号）第１５６条の２及び地方労働審議会令（平成１３年政令第３２０号）

に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

第２条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、奈良労働局長（以下「労働局長」という。）の

請求があったとき、会長が必要があると認めるとき又は委員の３分の１以上から請求があった

ときに会長が招集する。 

２ 審議会は、前項の規定に関わらず、その議事が諮問のみの場合にあっては、労働局長から会

長あて諮問文を発出することをもって、会議の招集に代えることができる。 

３ 労働局長又は委員は、会長に会議の招集を請求するときは、付議事項及び日時を明らかに 

  しなければならない。 

４ 会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむをえない場合のほか、少なくとも７日 

  前までに付議事項、日時及び場所を委員及び労働局長に通知しなければならない。 

第３条 委員は、病気その他の理由により会議に出席することができないときは、その旨を会  

長に通知しなければならない。 

第４条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受けるものとする。 

３ 審議会は、会長が必要と認めるときは、委員でない者の説明又は意見を聞くことができる。 

第５条  会議は、原則として公開する。ただし、公開することにより、個人情報の保護に支障を 

及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合、

又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合は、会

長は、会議を非公開にすることができる。 

 ２ 会長は、会議における秩序の維持のため、別に定める傍聴規程により傍聴人の退場を命ずる

などの必要な措置をとることができる。 

第６条 審議会の議事については、議事録を作成し、議事録には会長及び会長が指名した委員２ 

  人が署名するものとする。 

２ 議事録及び会議資料は、原則として公開する。ただし、公開することにより個人情報の保  

護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれ

がある場合、又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあ

る場合は、会長は、議事録の一部又は全部を非公開とすることができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

第７条 第２条から第６条までの規定は、地方労働審議会令第６条に規定する部会（以下「部会」

という。）及び同令第７条に規定する最低工賃専門部会（以下「最低工賃専門部会」という。）

について準用する。この場合において、「会長」とあるのは「部会長」、また、「委員」とある

のは「委員及び臨時委員」と読み替えるものとする。 

第８条 会長は、審議会が議決を行ったときは、当該議決にかかる答申書、建議書又は議決書を 

その都度労働局長に送付しなければならない。 

２ 審議会は、厚生労働省組織令第１５６条の第２項第２号の規定により関係行政機関に建議し 
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  たときは、その写しを労働局長に送付しなければならない。 

第９条 審議会は、その定めるところにより次の部会を置くこととする。 

２ 労働災害防止部会 

３ 家内労働部会 

第 10 条 部会長が委員である部会又は最低工賃専門部会が、その所掌事務について議決したとき

は、当該議決をもって審議会の議決とする。ただし、審議会が、あらかじめ当該議決に係る

事項に関して、審議会の議決を特に必要とすることを定めていたときは、この限りでない。 

２ 審議会は、部会長が臨時委員である部会又は最低工賃専門部会の議決に関し、会長を除い

た審議会の委員及び臨時委員が当該議決の取扱を会長に一任した場合、会長の決するところ

をもって審議会の議決とすることができる。 

第 11条 臨時委員及び専門委員は、審議会令第４条第４項及び第５項に規定する場合のほか、 

会長の任期が終了したときに解任されるものとする。ただし、再任を妨げない。 

第１２条 部会に属するべき委員及び臨時委員のうち、労働者を代表するもの及び使用者を代表す

るものは、各同数とする。この場合において、部会に属するべき委員のうち、労働者を代表

するもの及び使用者を代表するものは、異なる数とすることができる。 

第１３条 この規定に定めるもののほか、部会及び最低工賃専門部会の議事運営に関し必要な事 

項は、部会長が当該部会及び最低工賃専門部会に諮って定める。 

第１４条 この規定の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

附則 

この規程は、平成１３年１１月２９日から施行する。 

      平成１４年３月１８日 改正。 
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奈良地方労働審議会家内労働部会運営規程 

 

 

第１条  奈良地方労働審議会家内労働部会（以下「部会」という。）の議事運営は、厚生労働省組

織令（平成１２年政令第２５２号）第１５６条の２、地方労働審議会令（平成１３年政令第

３２０号）及び奈良地方労働審議会運営規定に定めるもののほか、この規程の定めるところ

による。 

 

第２条  部会に属するべき委員及び臨時委員のうち、家内労働者を代表する者、委託者を代表する

者及び公益を代表する者は、各３人とする。 

 

第３条  部会長は、部会が決議を行ったときは、当該決議をその都度、奈良地方労働審議会会長に

報告しなければならない。 

 

第４条 この規定の改廃は、部会の議決に基づいて行う。 

 

 

附則 

この規程は、平成１６年２月２７日から施行する。 
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昭和四十五年労働省令第二十三号

家内労働法施行規則

家内労働法（昭和四十五年法律第六十号）第三条、第四条第二項、第六条第一項、第九条第一項、第十一条第一項及び第二項、第十二条

第一項、第十七条、第十八条、第二十六条から第二十九条まで、第三十条第一項、第三十二条第三項並びに同法附則第二条第一項の規定に

基づき、並びに同法を実施するため、家内労働法施行規則を次のように定める。

目次

第一章　委託（第一条・第二条）

第二章　工賃及び最低工賃（第三条―第九条）

第三章　安全及び衛生（第十条―第二十二条）

第四章　雑則（第二十三条―第三十条）

附則

第一章　委託

（家内労働手帳）

第一条　委託者は、委託をするにあたつては、家内労働者に対し、委託に係る物品を提供するときまでに家内労働手帳を交付しなければな

らない。

２　家内労働法（以下「法」という。）第三条第二項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　委託をするつど、その年月日、納入させる物品の数量及び納品の時期

二　製造又は加工等に係る物品を受領するつどその年月日

三　工賃を支払うつどその年月日

３　委託者は、委託をするにあたつては、家内労働手帳に次の事項を記入しなければならない。

一　家内労働者の氏名、性別及び生年月日並びに当該家内労働者に補助者がある場合にはその氏名、性別及び生年月日

二　委託者の氏名、営業所の名称及び所在地並びに委託者が当該家内労働者に係る委託について代理人を置く場合にはその氏名及び住所

三　工賃の支払場所、毎月一定期日を工賃締切日として定める場合にはその定め及び通貨以外のもので工賃を支払う場合にはその方法

四　物品の受渡し場所

五　不良品の取扱いに関する定めをする場合にはその定め

４　委託者は、前項各号の事項に変更があつた場合には、そのつど、変更があつた事項を家内労働手帳に記入しなければならない。

５　委託者は、委託に関し、家内労働者に機械、器具その他の設備又は原材料その他の物品を自己から購入させようとする場合には、その

つど、その品名、数量及び引渡しの期日並びにその代金の額並びに決済の期日及び方法に関する事項を家内労働手帳に記入しなければな

らない。

６　家内労働者は、委託者が家内労働手帳に記入した事項を確認しなければならない。

７　家内労働者は、委託者が家内労働手帳に最後の記入をした日から二年間当該家内労働手帳を保存しなければならない。

８　家内労働手帳は、様式第一号による。

（就業時間の適正化に関する勧告）

第二条　法第四条第二項の規定による勧告は、都道府県労働局長が当該都道府県労働局の掲示場に掲示することにより行うものとする。

第二章　工賃及び最低工賃

（工賃の支払）

第三条　工賃の支払は、委託者が家内労働者の同意を得た場合には、次の方法によることができる。

一　郵政民営化法（平成十七年法律第九十七号）第九十四条に規定する郵便貯金銀行がその行う為替取引に関し負担する債務に係る権利

を表章する証書の交付

二　銀行その他の金融機関に対する預金又は貯金への振込み

（審議会の意見の要旨の公示）

第四条　法第九条第一項の規定による公示は、厚生労働大臣の職権に係る事案については厚生労働大臣が官報に掲載することにより、都道

府県労働局長の職権に係る事案については当該都道府県労働局長が当該都道府県労働局の掲示場に掲示することにより行うものとする。

（審議会の意見に関する異議の申出）

第五条　法第九条第二項の異議の申出は、異議の内容及び理由を記載した異議申出書を提出することによつて行なわなければならない。

２　厚生労働大臣に対する異議の申出は、関係都道府県労働局長を経由してすることができる。

（関係家内労働者及び関係委託者の意見の聴取）

第六条　労働政策審議会又は地方労働審議会（以下「審議会」と総称する。）は、法第十一条第一項の規定により関係家内労働者及び関係

委託者の意見を聴こうとするときは、当該事案の要旨並びに意見を述べようとする関係家内労働者及び関係委託者は一定の期日までに審

議会に意見書を提出すべき旨を公示しなければならない。

２　審議会は、前項の意見書によるほか、関係家内労働者及び関係委託者のうち適当と認める者から意見をきくものとする。

３　第一項の規定による公示は、労働政策審議会にあつては官報に掲載することにより、地方労働審議会にあつては都道府県労働局の掲示

場に掲示することにより行うものとする。

（関係家内労働者又は関係委託者の申出）

第七条　法第十一条第二項の規定による申出は、次の事項を記載した申出書を提出することによつて行なわなければならない。

一　申出をする者が代表する家内労働者又は委託者の範囲

二　申出の内容

三　申出の理由

２　前項の申出書には、申出をする者が同項第一号の範囲の家内労働者又は委託者を代表する者であることを明らかにすることができる書

類を添えなければならない。

３　第一項の申出書は、当該事案が二以上の都道府県労働局の管轄区域にわたるものである場合には厚生労働大臣に、当該事案が一の都道

府県労働局の管轄区域内のみに係るものである場合には当該都道府県労働局長に提出しなければならない。この場合において、厚生労働

大臣に提出する申出書は、関係都道府県労働局長を経由して提出することができる。

（最低工賃に関する決定の公示）

第八条　法第十二条第一項の規定による公示は、官報に掲載することによつて行なうものとする。

1
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（最低工賃に関する職権）

第九条　都道府県労働局長は、当該都道府県労働局の管轄区域内のみに係る事案について、法第八条第一項又は法第十条の規定により地方

労働審議会の調査審議を求めようとする場合において、当該事案が全国的に関連があると認めるとき、又は全国的に関連があるかどうか

判断し難いときは、遅滞なく、意見を付してその旨を厚生労働大臣に報告しなければならない。

２　厚生労働大臣は、法第十五条第一項の規定による指定をしたときは、遅滞なく、その旨を関係都道府県労働局長に通知しなければなら

ない。前項の報告があつた事案について法第十五条第一項の規定による指定をしないことを決定したときも、同様とする。

３　都道府県労働局長は、第一項の報告をした事案については、前項後段の通知があるまでは、法第八条第一項又は法第十条の規定による

調査審議を求めてはならない。

４　都道府県労働局長は、第二項前段の通知を受けたときは、遅滞なく、申出書その他の関係書類を厚生労働大臣に送付しなければならな

い。

第三章　安全及び衛生

（安全装置の取付け）

第十条　委託者は、委託に係る業務に関し、次の表の上欄に掲げる機械を家内労働者に譲渡し、貸与し、又は提供する場合には、それぞれ

同表の下欄に掲げる安全装置を取り付けなければならない。

機械 安全装置

木材加工用丸のこ盤反ぱつにより作業者が危害をうけるおそれのある

もの

割刃その他の反ぱつ予防装置

接触により作業者が危害をうけるおそれのある

もの

歯の接触予防装置

手押しかんな盤 刃の接触予防装置

プレス機械及びシヤー 安全装置（その性能について労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五

十七号）第四十四条第一項の規定に基づく検定を受けた安全装置に限

る。）

（規格具備等の確認）

第十一条　委託者は、委託に係る業務に関し、次の安全装置、機械又は器具を家内労働者に譲渡し、貸与し、又は提供する場合には、当該

安全装置、機械又は器具が労働安全衛生法第四十二条の厚生労働大臣が定める規格を具備していることを確認しなければならない。

一　木材加工用丸のこ盤の反ぱつ予防装置又は歯の接触予防装置

二　手押しかんな盤の刃の接触予防装置

三　研削盤、研削といし又は研削といしの
おお

覆い

四　動力により駆動されるプレス機械

第十二条　委託者は、委託に係る業務に関し、手押しかんな盤を家内労働者に譲渡し、貸与し、又は提供する場合には、刃物取付け部が丸

胴であることを確認しなければならない。

（防護措置）

第十三条　委託者は、委託に係る業務に関し、次の表の上欄に掲げる機械又は器具を家内労働者に譲渡し、貸与し、又は提供する場合に

は、それぞれ同表の下欄に掲げる措置を講じなければならない。

機械又は器具 措置

原動機又は回転軸、歯車、プーリ若しくはベル

トのある機械

作業者が危害をうけるおそれのある部分に
おお

覆い、囲い又はスリーブを取り付けること。

回転軸、歯車、プーリ又はフライホイールに附

属する止め具のある機械（埋頭型の止め具を使

用している機械を除く。）

止め具に
おお

覆いを取り付けること。

バフ盤（布バフ、コルクバフ等を使用するバフ

盤を除く。）

バフの研まに必要な部分以外の部分に
おお

覆いを取り付けること。

面取り盤 刃の接触予防装置を取り付けること。ただし、作業の性質上接触予防装置を取り付けるこ

とが困難な場合には、工具を譲渡し、貸与し、又は提供すること。

紙、布、金属箔等を通すロール機（送給が自動

的に行なわれる構造のロール機を除く。）

囲い又はガイドロールを取り付けること。

電気機械器具 充電部分のうち作業者が作業中又は通行の際に、接触し、又は接近することにより感電の

危害を生ずるおそれのある部分に囲い又は絶縁
おお

覆いを取り付けること。ただし、電熱器の

発熱体の部分、抵抗溶接機の電極の部分等電気機械器具の使用の目的により露出すること

がやむを得ない充電部分については、この限りでない。

（危害防止のための書面の交付等）

第十四条　委託者は、委託に係る業務に関し、別表第一の上欄に掲げる機械、器具又は原材料その他の物品を家内労働者に譲渡し、貸与

し、又は提供する場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を書面に記載し、家内労働者に交付しなければならない。

２　家内労働者は、前項の書面を作業場の見やすい箇所に掲示しておかなければならない。

３　家内労働者又補助者は、第一項の書面に記載された注意事項を守るように努めなければならない。

（有害物についての容器の使用等）

第十五条　委託者は、委託に係る業務に関し、次の物品を家内労働者に譲渡し、又は提供する場合には、当該物品が漏れ、又は発散するお

それのない容器を使用し、かつ、当該容器の見やすい箇所に当該物品の名称及び取扱い上の注意事項を表示しなければならない。

一　有機溶剤（労働安全衛生法施行令（昭和四十七年政令第三百十八号）別表第三第二号３の３、１１の２、１８の２から１８の４ま

で、１９の２、１９の３、２２の２から２２の５まで及び３３の２に掲げる物、同令別表第六の二に掲げる有機溶剤並びにこれらの物

のみから成る混合物をいう。以下同じ。）

二　有機溶剤を含有する塗料、絵具又は接着剤

三　鉛化合物（労働安全衛生法施行令別表第四第六号の鉛化合物をいう。以下同じ。）を含有する絵具又は
ゆう

釉薬

２　前項の規定は、家内労働者が同項各号の物品であつて委託者からの譲渡又は提供に係るもの以外のものを使用する場合について準用す

る。
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（女性及び年少者の就業制限）

第十六条　委託者は、満十八才に満たない家内労働者又は補助者が、次の業務に従事することとなる委託をしないように努めなければなら

ない。

一　丸のこの直径が二十五センチメートル以上の木材加工用丸のこ盤（横切用丸のこ盤、自動送り装置を有する丸のこ盤その他反ぱつに

より作業者が危害をうけるおそれのないものを除く。）に木材を送給する業務

二　動力により駆動されるプレス機械の金型又はシヤーの刃部の調整又はそうじの業務

三　手押しかんな盤又は単軸面取り盤の取扱いの業務

四　火工品を製造し、又は取り扱う業務であつて取り扱う物品が爆発するおそれのあるもの

五　別表第二に掲げる発火性の物品、酸化性の物品、引火性の物品又は可燃性のガス（以下「危険物」という。）を取り扱う業務であつ

て取り扱う物品が爆発し、発火し、又は引火するおそれのあるもの

六　鉛等（鉛中毒予防規則（昭和四十七年労働省令第三十七号）第一条第一号の鉛等をいう。以下同じ。）の蒸気又は粉じんを発散する

場所における業務

七　土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉じんを著しく発散する場所における業務

２　委託者は、満十八才以上の女性である家内労働者又は補助者が、前項第一号、第三号及び第六号の業務に従事することとなる委託をし

ないように努めなければならない。

３　満十八才に満たない家内労働者又は補助者は、第一項各号の業務に従事しないように努めなければならない。

４　満十八才以上の女性である家内労働者又は補助者は、第一項第一号、第三号及び第六号の業務に従事しないように努めなければならな

い。

（家内労働者の危害防止措置）

第十七条　家内労働者は、委託者からの譲渡、貸与又は提供に係る機械又は器具以外の機械又は器具を使用する場合には、第十条から第十

三条までに規定する措置に準ずる措置を講ずるように努めなければならない。

（設備等の設置）

第十八条　家内労働者は、屋内作業場において次の表の上欄に掲げる業務に従事する場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる設備又は装置

を設けるように努めなければならない。

業務 設備又は装置

有機溶剤等（有機溶剤中毒予防規則（昭和四十七年労働省令第三十六号）第一条第一項第二号

の有機溶剤等及び特定化学物質障害予防規則（昭和四十七年労働省令第三十九号）第二条第一

項第三号の三の特別有機溶剤等をいう。以下同じ。）を取り扱う業務（吹付けの業務を除く。）

蒸気の発散源を密閉する設備、局所排気装

置、全体換気装置又は排気筒

有機溶剤等を吹き付ける業務 局所排気装置

鉛等を取り扱う業務 局所排気装置、全体換気装置又は排気筒

研ま材を用いて動力により、岩石、鉱物若しくは金属を研まし、若しくはばり取りし、又は金

属を裁断する場所における業務

局所排気装置又は粉じんの発生源を湿潤な状

態に保つための設備

（保護具等の使用）

第十九条　家内労働者又は補助者は、次の表の上欄に掲げる業務に従事する場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる保護具等を使用しなけ

ればならない。

業務 保護具等

運転中の機械の刃部における切粉払い又は切削剤を使用する業務 ブラシ

運転中の機械に頭髪又は被服が巻き込まれるおそれのある業務 適当な帽子又は作業服

ガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務（局所排気装置、全体換気

装置又は粉じんの発生源を湿潤な状態に保つための設備が設置されている場所

における業務を除く。）

ガス又は蒸気にあつては防毒マスク又は防毒機能を有する電

動ファン付き呼吸用保護具、粉じんにあつては防じんマス

ク、防じん機能を有する電動ファン付き呼吸用保護具又は防

毒機能を有する電動ファン付き呼吸用保護具であつて防じん

機能を有するもの

皮膚に障害を与える物品又は皮膚から吸収されて中毒を起こすおそれのある物

品を取り扱う業務

塗布剤、不浸透性の作業衣又は手袋

強烈な騒音を発する業務 耳せん

（危険物の取扱い）

第二十条　家内労働者又は補助者は、次の表の上欄に掲げる物品を取り扱う場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を守らなければな

らない。

物品 事項

別表第二に掲げる発火性の物品みだりに、火気その他点火源となるおそれのあるものに接近させ、酸化をうながす物若しくは水に接触さ

せ、加熱し、又は衝撃を与えないこと。

別表第二に掲げる酸化性の物品みだりに、分解がうながされるおそれのあるものに接触させ、加熱し、摩擦し、又は衝撃を与えないこと。

別表第二に掲げる引火性の物品みだりに、火気その他点火源となるおそれのあるものに接近させ、若しくは注ぎ、蒸発させ、又は加熱しな

いこと。

別表第二に掲げる可燃性のガスみだりに発散させないこと。

（援助）

第二十一条　委託者は、家内労働者又は補助者が危害防止のためにする安全装置、局所排気装置その他の設備の設置及び健康診断の受診に

ついて必要な援助を行なうように努めなければならない。

（安全及び衛生に関する命令）

第二十二条　法第十八条の規定による命令は、次の事項を記載した命令書を交付することによつて行なう。

一　違反の事実

二　命令の内容

3
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第四章　雑則

（届出）

第二十三条　委託者は、法第二条第三項の規定に該当するに至つた場合には、遅滞なく、委託状況届（様式第二号）を当該委託者の営業所

の所在地を管轄する労働基準監督署の長（以下「所轄労働基準監督署長」という。）を経由して当該営業所の所在地を管轄する都道府県

労働局の長（以下「所轄都道府県労働局長」という。）に提出しなければならない。

２　委託者は、毎年、四月一日現在における状況について、委託状況届（様式第二号）を同月三十日までに、所轄労働基準監督署長を経由

して所轄都道府県労働局長に提出しなければならない。

３　委託者は、家内労働者又は補助者が、委託に係る業務に関し負傷し、又は疾病にかかり四日以上休業し、又は死亡した場合には、遅滞

なく、家内労働死傷病届（様式第三号）を所轄労働基準監督署長を経由して所轄都道府県労働局長に提出しなければならない。

（帳簿）

第二十四条　法第二十七条の帳簿には、委託に係る家内労働者各人別に、次の事項を記入しなければならない。

一　家内労働者の氏名、性別、生年月日、住所及び家内労働者の作業場の所在地が住所と異なる場合にはその所在地

二　委託に係る家内労働者に補助者がある場合には、その氏名、性別及び生年月日

三　委託に係る業務に関し、代理人を置く場合には、当該代理人の氏名、住所及び代理業務の範囲

四　委託をするつど、その年月日、委託をした業務の内容、納入させる物品の数量、工賃の単価、納品の時期及び工賃の支払期日

五　製造又は加工等に係る物品を受領するつど、その年月日及び受領した物品の数量

六　工賃を支払うつど、その年月日、支払つた工賃の額並びに通貨以外のもので工賃を支払つた場合にはその方法及び額

２　委託者は、前項の帳簿に最後の記入をした日から五年間当該帳簿を保存しなければならない。

３　第一項の帳簿は、様式第四号による。

（報告等）

第二十五条　厚生労働大臣、都道府県労働局長、労働基準監督署長又は労働基準監督官は、法第二十八条の規定により委託者又は家内労働

者に対し、必要な事項を報告させ、又は出頭を命ずる場合には、次の事項を通知しなければならない。

一　報告をさせ、又は出頭を命ずる理由

二　出頭を命ずる場合には聴取しようとする事項

（労働基準監督署長及び労働基準監督官）

第二十六条　労働基準監督署長は、都道府県労働局長の指揮監督を受けて、この省令に規定するもののほか、法の施行に関する事務をつか

さどる。

２　労働基準監督官は、上司の命を受けて、法に基づく立入検査、司法警察員の職務その他の法の施行に関する事務をつかさどる。

（労働基準監督官の権限）

第二十七条　労働基準監督官が、法第三十条第一項の規定に基づき収去することができる物は、次の物又はその疑いのある物とする。

一　労働安全衛生法施行令第十六条第一項各号に掲げる物

二　有機溶剤等、鉛等及び厚生労働大臣が危害を与えるものとして指定する物

２　法第三十条第二項の証票は、労働基準法施行規則（昭和二十二年厚生省令第二十三号）様式第十八号による。

（申告に基づく不利益な取扱いの是正命令）

第二十八条　法第三十二条第三項の規定による命令は、次の事項を記載した是正命令書を交付することによつて行なう。

一　不利益な取扱いの事実

二　是正すべき事項

三　是正期限

（公示事項の周知）

第二十九条　厚生労働大臣、都道府県労働局長又は審議会は、法又はこの省令の規定により公示した事項について、適当な方法により関係

者に知らせるように努めなければならない。

（様式の任意性）

第三十条　委託者は、第一条の家内労働手帳及び第二十四条の帳簿を、様式第一号及び様式第四号と異なる様式を用いて作成することがで

きる。

附　則　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和四十五年十月一日から施行する。ただし、第十一条及び次条の規定は、昭和四十六年七月一日から施行する。

（プレス機械等に関する経過措置）

第二条　昭和四十六年七月一日前に製造された研削盤（機械研削を行なう研削盤の本体に限る。）及び動力により駆動されるプレス機械に

ついては、第十一条の規定は、適用しない。

（工賃の支払に関する経過措置）

第四条　法附則第二条第一項の規定による申請は、次の事項を記載した申請書を提出することによつて行なわなければならない。

一　申請する者が代表する委託者の範囲

二　工賃の支払に関し希望する別段の定め

三　申請の理由

２　第七条第二項及び第三項の規定は、前項の申請書の提出について準用する。

第五条　法附則第二条第一項の厚生労働省令で定める者は、法第六条施行の際、工賃の全部又は一部について、手形による決済を慣習とし

ている委託者とする。

第六条　第九条の規定は、都道府県労働局長に法附則第二条第一項の規定による申請があつた場合について準用する。

附　則　（昭和四七年九月三〇日労働省令第四八号）

この省令は、昭和四十七年十月一日から施行する。

附　則　（昭和五三年八月七日労働省令第三二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和五十三年九月一日から施行する。

附　則　（昭和五四年四月二五日労働省令第一八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和五十四年十月一日から施行する。

4
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附　則　（平成八年三月二八日労働省令第一三号）

１　この省令は、平成八年四月一日から施行する。

２　改正後の家内労働法施行規則第二十三条第二項の規定による委託状況届及び改正後の家内労働法施行規則第二十三条第三項の規定によ

る家内労働死傷病届は、当分の間、なお従前の様式によることができる。

附　則　（平成九年九月二五日労働省令第三一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等のための労働省関係法律の整備に関する法律附則第一条第一号に

掲げる規定の施行の日（平成九年十月一日）から施行する。

附　則　（平成一一年一月一一日労働省令第五号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　第一条の規定による改正後の家内労働法施行規則第二十三条第二項の規定による委託状況届及び改正後の家内労働法施行規則第二十三

条第三項の規定による家内労働死傷病届は、当分の間、なお従前の様式によることができる。この場合には、氏名を記載し、押印するこ

とに代えて、署名することができる。

附　則　（平成一二年一月三一日労働省令第二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

（処分、申請等に関する経過措置）

第二条　地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（以下「地方分権推進整備法」という。）の施行前に改正前のそれぞ

れの法律若しくはこれに基づく政令の規定（これらの規定を準用する他の法律又はこれに基づく政令の規定を含む。以下同じ。）により

都道府県労働基準局長若しくは都道府県知事が行つた許可等の処分その他の行為（以下「処分等の行為」という。）又は地方分権推進整

備法の施行の際現に改正前のそれぞれの法律若しくはこれに基づく政令の規定により都道府県労働基準局長若しくは都道府県知事に対し

てされている許可等の申請その他の行為（以下「申請等の行為」という。）で、地方分権推進整備法の施行の日においてこれらの行為に

係る行政事務を地方分権推進整備法による改正後のそれぞれの法律又はこれに基づく労働省令の規定（これらの規定を準用する他の法律

又はこれに基づく労働省令の規定を含む。以下同じ。）により都道府県労働局長が行うこととなるものは、地方分権推進整備法の施行の

日以後における改正後のそれぞれの法律又はこれに基づく労働省令の適用については、改正後のそれぞれの法律又はこれに基づく労働省

令の相当規定により都道府県労働局長がした処分等の行為又は都道府県労働局長に対してされた申請等の行為とみなす。

第三条　この省令の施行前に改正前のそれぞれの省令の規定によりされた処分等の行為又はこの省令の施行の際現に改正前のそれぞれの省

令の規定によりされている申請等の行為で、この省令の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなる

ものは、この省令の施行の日以後における改正後のそれぞれの省令の適用については、改正後のそれぞれの省令の相当規定によりされた

処分等の行為又は申請等の行為とみなす。

第四条　この省令の施行前に改正前のそれぞれの省令の規定により国又は地方公共団体の機関又は職員に対して報告、届出、提出その他の

手続をしなければならない事項で、この省令の施行の日前にその手続がされていないものについては、これを改正後のそれぞれの省令の

相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関又は職員に対して報告、届出、提出をしなければならない事項についてその手続がされ

ていないものとみなして、この省令による改正後のそれぞれの省令の規定を適用する。

（様式に関する経過措置）

第六条　この省令の施行の際現に提出され又は交付されているこの省令による改正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等は、こ

の省令による改正後のそれぞれの省令に定める相当様式による申請書等とみなす。

第七条　この省令の施行の際、現に存するこの省令による改正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等の用紙は、当分の間、必要

な改定をした上、使用することができる。

附　則　（平成一二年一〇月三一日労働省令第四一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一三年九月二七日厚生労働省令第一九二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十三年十月一日から施行する。

附　則　（平成一九年九月二五日厚生労働省令第一一二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十九年十月一日から施行する。

附　則　（平成二四年九月二八日厚生労働省令第一三五号）

この省令は、平成二十四年十月一日から施行する。

附　則　（平成二五年四月一二日厚生労働省令第五八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十五年十月一日から施行する。

附　則　（平成二六年八月二五日厚生労働省令第一〇一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十六年十一月一日から施行する。

附　則　（令和元年六月二八日厚生労働省令第二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。

（様式に関する経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和二年三月三一日厚生労働省令第六二号）

（施行期日）

１　この省令は、令和二年四月一日から施行する。

（経過措置）
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２　この省令の施行の日前に委託に関する契約を締結した場合における当該契約に係る家内労働法第二十七条の帳簿の保存期間について

は、この省令による改正後の家内労働法施行規則第二十四条第二項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附　則　（令和二年一二月二五日厚生労働省令第二〇八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和五年三月二七日厚生労働省令第二九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和五年十月一日から施行する。

別表第一

機械、器具又は

原材料その他の

物品

事項

機械 一　刃部を除く機械の掃除、給油、検査、修理又は調整の作業を行う場合であつて、作業者が危害を受けるおそれのあると

きは、機械の運転を停止すること。ただし、機械の運転中に作業を行わなければならない場合であつて危険な箇所に覆いを

設ける等の措置を講じたときは、この限りでないこと。

二　機械の刃部の掃除、検査、修理、取替え又は調整の作業を行う場合には、機械の運転を停止すること。ただし、機械の

構造上作業者が危害を受けるおそれのない場合は、この限りでないこと。

三　機械の運転を停止した場合には、他人が当該機械を運転することを防止するため、当該機械の起動装置に錠を掛けるこ

と。

研削と石 一　その日の作業を開始する前には一分間以上、研削と石を取り替えた場合には三分間以上試運転をすること。

二　最高使用周速度を超えて使用しないこと。

三　側面を使用することを目的とする研削と石以外の研削と石の側面を使用しないこと。

プレス機械又は

シヤー

一　安全装置を常に有効な状態に保持すること。

二　クラツチ、ブレーキその他制御のために必要な部分の機能を常に有効な状態に保持すること。

三　一年を超えない一定の期間ごとに、次の事項について点検を行うこと。

イ　クラツチ及びブレーキの異常の有無

ロ　クランクシヤフト、フライホイール、スライド、コネクチングロツド及びコネクチングスクリユの異常の有無

ハ　ノンリピート装置及び急停止装置の異常の有無

ニ　電磁弁、減圧弁及び圧力計の異常の有無

ホ　配線及び開閉器の異常の有無

四　その日の作業を開始する前に次の事項について点検を行うこと。

イ　クラツチ及びブレーキの機能

ロ　クランクシヤフト、フライホイール、スライド、コネクチングロツド及びコネクチングスクリユのボルトの緩みの有無

ハ　ノンリピート装置及び急停止装置の機能

五　プレス機械を用いて作業を行う場合には、作業点の照度を百ルクス以上に保持すること。

ボール盤、フラ

イス盤等手袋を

巻き込むことに

より作業者に危

害を与えるおそ

れのある機械

手袋をしないこと。

危険物 一　危険物を取り扱う設備の蓋板、フランジ、バルブ、コツク等の接合部における危険物の漏えいの有無を点検し、及び異

常を認めた場合には、補修すること。

二　危険物のある場所を整理し、及び当該場所にみだりに可燃性の物品を置かないこと。

三　危険物のある場所に消火設備を置くこと。

四　危険物が爆発し、又は危険物によつて火災が生ずるおそれのある場所において、火気又は点火源となるおそれのある設

備を使用しないこと。

有機溶剤等 一　有機溶剤の人体に及ぼす作用

二　使用していない有機溶剤等を入れた容器には、蓋をすること。

三　風上で作業を行うこと。

四　有機溶剤等が皮膚に触れないようにすること。

五　有機溶剤による中毒が発生した場合の応急処置については、次に定めるところによること。

イ　中毒にかかつた者を直ちに通風の良い場所に移し、速やかに医師に連絡すること。

ロ　中毒にかかつた者を横向きに寝かせ、できるだけ気道を確保した状態で身体の保温を図ること。

ハ　中毒にかかつた者が意識を失つている場合には、消防機関への通報を行うこと。

ニ　中毒にかかつた者の呼吸が止まつた場合や正常でない場合には、速やかに仰向きにして心肺そ生を行うこと。

六　必要な健康診断を受けること。

土石、岩石、鉱

物、金属又は炭

素の粉じんを発

一　土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉じんの人体に及ぼす作用

二　風上で作業を行うこと。

三　注水により作業の湿式化ができる場合には、湿式化を行うこと。

四　定期に作業場を掃除すること。

6
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散する原因とな

る物品

五　粉じんが飛散する場合には、ビニールカーテン等適当な間仕切りをすること。

六　必要な健康診断を受けること。

鉛等 一　鉛等の人体に及ぼす作用

二　屋内作業場で喫煙し、又は飲食しないこと。

三　毎日一回以上、屋内作業場を真空掃除機を用いて、又は水洗によつて掃除すること。

四　作業終了後硝酸水溶液その他の手洗い用溶液及び爪ブラシを用いて手を洗い、並びにうがいをすること。

五　粉状の鉛等がこぼれた場合には、速やかに、真空掃除機を用いて、又は水洗によつて掃除すること。

六　必要な健康診断を受けること。

別表第二

種別 名称

発火性の物品赤りん、セルロイド類、炭化カルシウム（カーバイド）、りん化石灰、マグネシウム粉、アルミニウム粉

酸化性の物品塩素酸カリウム、塩素酸ナトリウム、塩素酸アンモニウムその他の塩素酸塩類、過塩素酸カリウム、過塩素酸ナトリウム、過

塩素酸アンモニウムその他の過塩素酸塩類、過酸化カリウム、過酸化ナトリウム、過酸化バリウムその他の無機過酸化物、硝

酸カリウム、硝酸ナトリウム、硝酸アンモニウムその他の硝酸塩類

引火性の物品エーテル、ガソリン、アセトアルデヒド、酸化プロピレン、二硫化炭素、ノルマルヘキサン、酸化エチレン、アセトン、ベン

ゼン、メチルエチルケトン、メチルアルコール、エチルアルコール、キシレン、酢酸アミル、灯油、軽油、テレビン油、イソ

アミルアルコール、酢酸その他の引火点が摂氏六十五度未満の物品

可燃性のガス水素、アセチレン、エチレン、メタン、エタン、プロパン、ブタンその他の摂氏一五度、一気圧において気体である可燃性の

物品

備考　引火点の数値は、「タグ密閉式」、「ペンスキーマルテンス式」又は「クリーブランド開放式」の引火点測定器により、一気圧のもと

で測定した値とする。

7
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様式第１号

様式第 1号 

家 内 労 働 手 帳 

  (第 1面) 

家内労働者 

氏 名   

委 託 者 

氏 名 印 

性 別   生年月日   

営業所 
名 称   

住 所   所在地 (電話番号)    

補 助 者 

氏 名 性 別 生 年 月 日 

代 理 人 

氏 名 印 

      
住 所 

(電話番号)      

工 賃 の

支 払 方 法 

工 賃 の

支 払 場 所 

  

その他の

委託条件 

物 品 の

受渡し場所 

  

工賃締切日   不良品の取

扱いに関す

る定め 
 
検査日に関

する定め 

  

通貨以外の

もので工賃

を支払う場

合の方法 

  

備 考   

 

  (第 2面以下) 

委 託 受 領 工 賃 支 払 

備 考 委 託

年月日 

委託業務

の 内 容 

納入させ

る物品の

数 量 

工賃の

単 価 

納品の

時 期 

工 賃 の

支払期日 

受 領

年月日 

受領した

物品 の

数 量 

受領者の

印 

支 払

年 月 日 

支払工賃

総 額 

                        

注 意 

 1 第 1面は、委託をするにあたつて記入すること。 

 2 第 1面の「工賃締切日」及び「通貨以外のもので工賃を支払う場合の方法」欄には、該当する場合に記入する

こと。 

 3 第 1面の「不良品の取扱いに関する定め」欄には、当該定めをする場合に記入すること。この場合において、

製造又は加工等に係る物品について検査をするときは、検査日に関する定めを( )内に記入すること。 

 4 第 2面以下は、委託をするつど「委託」欄に、製造若しくは加工等に係る物品を受領するつど「受領」欄に、

又は工賃を支払うつど「工賃支払」欄に記入すること。 

 5 第 2面以下の「備考」欄には、委託に関し、機械、器具その他の設備又は原材料その他の物品を自己から購入

させる場合において、そのつど、その品名、数量及び引渡しの期日並びにその代金の額並びに決済の期日及び方

法を記入すること。 
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様式第２号

様式第 2号 

委 託 状 況 届 

(A列 4) 

事 業 の 種 類 営 業 所 の 名 称 営 業 所 の 所 在 地 

    (電話番号)       

委託業務

の 

内 容 

委 託 地 域 

家 内 労 働 者 数 補 助 者 数 

代理人数 
            

男 

うち

18歳

未満 

女 

うち

18歳

未満 

計 

うち

18歳

未満 

男 

うち

18歳

未満 

女 

うち

18歳

未満 

計 

うち

18歳

未満 

    
都道

府県 
                            

    
都道

府県 
                            

    
都道

府県 
                            

    
都道

府県 
                            

    
都道

府県 
                            

備 考   

      年  月  日 

委託者 氏名          

        労働局長殿 

注 意 

 1 「事業の種類」欄には、委託者の事業の種類を記入すること。 

 2 「家内労働者数」、「補助者数」及び「代理人数」は、都道府県別に記入し、「委託地域」欄の( )内には、当該都道府県内における主たる

委託地域の市町村名を記入すること。 
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様式第３号

様式第 3号 

家 内 労 働 死 傷 病 届 

(A列 4) 

死 傷 病 者 

家内労働者 

補 助 者 

氏 名 性 別 年 齢 住 所 委 託

業 務

の 内 容 

  

        

委 託 者 営業所 
名 称   事 業 の 種 類 

所在地 (電話番号)   

死 傷 病 

発 生 日 時 傷 病 名 又 は 死 因 傷 害 の 部 位 症 状 及 び 程 度 
  休業日数又は

死亡の日時 

年  月  日 

時    
        

 死傷病の原因

及び発生状況 
  

     年  月  日 

委託者 氏名          

        労働局長殿 

注 意 

 1 「死傷病者」欄の( )内は、該当しない事項を消すこと。 

 2 「死傷病の原因及び発生状況」欄には、死傷病の原因となつた機械、器具その他の設備、原材料その他の物品の名称及び発生状況を具体

的に記入すること。 
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様式第４号

様式第 4号 

帳 簿  

家内労働者 

氏 名   

代 理 人 

氏 名   

性 別   生年月日   住 所   

住 所   代理業務の

範 囲 

  

作業場の

所 在 地 

  

特 別 な

委託条件 

  

補 助 者 
氏 名 性 別 生年月日 

      

備 考   

委 託 受 領 工 賃 支 払 

備 考 委 託

年月日 

委託業務

の 内 容 

納入させ

る物品の

数 量 

工賃の

単 価 

納品の

時 期 

工 賃 の

支払期日 

受 領

年月日 

受領した

物 品 の

数 量 

支 払

年月日 

支払工賃

総 額 

通貨以外の

工賃支払方

法とその額 

                        

注 意 

 1 「作業場の所在地」欄には、家内労働者の作業場の所在地が住所と異なる場合に記入すること。 

 2 「補助者」及び「代理人」欄には、該当する場合に記入すること。 

 3 「特別な委託条件」欄には、当該家内労働者に関し、特別な委託条件を定めた場合に記入すること。 

 4 「委託」欄には委託をするつど、「受領」欄には製造又は加工等に係る物品を受領するつど、又は「工賃支払」

欄には工賃を支払うつど記入すること。 

 5 「通貨以外の工賃支払方法とその額」欄には、該当する場合に記入し、「支払工賃総額」の内数とすること。 
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資料１－１ 

 

令和 4年度家内労働の現状・ 

家内労働概況調査結果 
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家  内  労  働  の  現  状 

 

 

厚生労働省では、委託状況届等を基に各都道府県労働局が把握した家内労働者数等家

内労働の概況について毎年 10 月時点の状況を取りまとめ、家内労働対策の基礎資料と

しています。 

令和４年度の調査結果から、家内労働の現状をみると次のようになります。 

 

 

１ 家内労働従事者（第１表）

  令和４年 10月 1日現在、家内労働に従事する者の総数は 98,339人で、その内訳を

みると、製造業者や販売業者から委託を受け、主として自宅で物品の製造、加工等に

従事している家内労働者は 95,108人、また、家内労働者の同居の親族であって、家内

労働者とともに仕事に従事している補助者は 3,231人となっています。 

 

２ 家内労働者 

（1）推移（第１表）                           

家内労働法が制定された昭和 45年度以降の家内労働者数の推移をみると、昭和 48

年度の 1,844,400人がピークでしたが、令和４年度は 95,108人となっています。 

 

（2）男女別（第１表） 

家内労働者数を男女別にみると、男性が 11,141人であるのに対し、女性は 83,967

人と全体の 88.3％を占めています。 

 

（3）類型別（第１表）                                            

家内労働者数を類型別にみると、家庭の主婦などが従事する内職的家内労働者が

89,278 人で全体の 93.9％と大部分を占め、世帯主が本業として従事する専業的家内

労働者は 4,308 人（4.5％）、農業や漁業の従事者等が本業の合間に従事する副業的

家内労働者は 1,522人（1.6％）となっています。 

 

（4）業種別（第２表） 

家内労働者数を業種別でみると、貴金属製造、がん具花火製造などの「その他（雑

貨等）」を除くと、衣服の縫製、ニットの編立てなどの「繊維工業」が 21,554人 (22.7

％）と最も多く、次いでコネクター差しなどの「電気機械器具製造業」が 12,564 人

(13.2％)となっています。 

 

（5）都道府県別（第３表） 

家内労働者数を都道府県別にみると、東京都が 8,596人と最も多く、次いで愛知県

が 7,141人、大阪府が 6,433人となっています。 

 

資料１－１ 
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（6）危険有害業務に従事する家内労働従事者数（第４表） 

危険有害業務に従事する家内労働従事者数は、8,285人で、家内労働従事者数に占

める割合は 8.7％となっています。 

業務の種類別にみると、動力ミシンやニット編み機など「動力により駆動される機

械を使用する作業」が、6,308 人と最も多く、危険有害業務に従事する家内労働従事

者全体の 76.1％を占めています。 

 

３ 委託者 

（1）委託者数（第５表） 

令和４年 10 月 1 日現在の委託者数は、7,017 で、その内訳をみると、製造又は販

売業者が 6,593、製造又は販売業者から製造、加工等を請負い、これを家内労働者に

委託する請負業者が 424となっています。 

 

（2）業種別（第５表） 

委託者数を業種別でみると、「その他（雑貨等）」を除くと、「繊維工業」が 2,404(34.3

％）と最も多く、次いで「電気機械器具製造業」が 783(11.2％)となっています。 

 

（3）１委託者当たりの平均家内労働者数（第５表） 

１委託者当たりの平均家内労働者数は 13.6 人で、業種別にみると、「ゴム製品製

造業」が 23.4人と最も多く、「その他（雑貨等）」を除くと、次いで「紙・紙加工品

製造業」が 16.2 人となっているのに対し、「繊維工業」は 9.0 人と最も少なくなっ

ています。 

 

４ 代理人 

（1）代理人数（第５表） 

    委託者は、多数の遠隔地の家内労働者に仕事を委託する場合に、自らが直接家内労

働者に原材料や製品の運搬、工賃の支払い等を行うことが距離的、時間的に難しいこ

とから、これらの業務を行わせるため、家内労働者との間に代理人を置いていること

がありますが、その数は令和４年 10月 1日現在 351人となっています。 

 

（2）業種別（第５表） 

    代理人数を業種別にみると、「その他（雑貨等）」を除くと、「繊維工業」が 68人

(19.4％)と最も多く、次いで「電気機械器具製造業」が 46人（13.1％）、「紙・紙加

工品製造業」が 25人（7.1％）となっています。 
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第2表 業種別家内労働者の割合

その他（雑貨等）, 28.9%

繊維工業, 22.7%

電気機械器具製造業, 13.2%

紙・紙加工品製造業, 6.5%

ゴム製品製造業, 6.3%

機械器具等製造業, 5.6%

電子部品・デバイス製造業, 

4.4%

金属製品製造業, 3.3%

印刷・同関連及び出版業, 2.9%

皮革製品製造業, 1.9%

食料品製造業, 1.8%
木材・木製品、家具・装備品製造

業, 1.1% 窯業・土石製品製造業, 0.8%

情報通信機械器具製造業, 0.6%
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第３表 都道府県別家内労働従事者数
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第３表 都道府県別委託者数
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山
県

長
崎
県

大
分
県

沖
縄
県
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第４表 危険有害業務の種類、性別及び類型別危険有害業務に従事する家内労働従事者数

6308

683
427 322 320 244

61 10
0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

⑤
動
力
に
よ
り
駆
動
さ
れ
る
機
械
を
使
用
す
る
作
業

②
有
機
溶
剤
ま
た
は
有
機
溶
剤
含
有
物
を
使
用
す
る
作
業

⑦
火
薬
類
を
使
用
す
る
作
業

④
土
石
、
岩
石
、
鉱
物
、
金
属
又
は
炭
素
の
粉
じ
ん
を
発
散
す
る

作
業

①
プ
レ
ス
機
、
型
付
け
機
、
型
打
ち
機
、
シ
ャ
ー
、
旋
盤
、
ボ
ー

ル
盤
又
は
フ
ラ
イ
ス
盤
を
使
用
す
る
作
業

③
鉛
又
は
鉛
化
合
物
を
使
用
す
る
作
業

①
か
ら
⑦
ま
で
の
作
業
を
除
く
危
険
有
害
作
業

⑥
木
工
機
械
を
使
用
す
る
作
業

（人）

14.7%

84.1%

1.2% 類型別

専業 内職 副業

21.4%

78.6%

男女別

男 女
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第５表 業種別委託者数

2,404 

1,366 

783 

441 
383 381 

308 258 
190 178 128 75 72 50 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

繊
維
工
業

そ
の
他
（
雑
貨
等
）

電
気
機
械
器
具
製
造
業

機
械
器
具
等
製
造
業

紙
・
紙
加
工
品
製
造
業

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
製
造
業

金
属
製
品
製
造
業

ゴ
ム
製
品
製
造
業

皮
革
製
品
製
造
業

印
刷
・
同
関
連
及
び
出
版
業

食
料
品
製
造
業

窯
業
・
土
石
製
品
製
造
業

木
材
・
木
製
品
、
家
具
・
装
備
品
製
造
業

情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
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